
千葉市水道施設立入検査実施要領  

 

第１ 目的  

この要領は、水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。）及

び千葉市小規模水道条例（平成３年千葉市条例第５７号。以下「条例」という。）

に基づいて水道施設の立入検査を行う場合の検査項目・方法等を定め、水道施

設の衛生管理の徹底を図ることを目的とする。  

 

第２ 実施方法  

立入検査は、法第３９条第４項及び条例第１８条第３項の規定による証明書

を有する職員が、実施する。  

１ 実施回数  

年間計画に基づき実施する。ただし、飲料水汚染事故処理要領８その他の

事象で定める情報を入手した場合や使用者等から苦情があり必要と認める場

合は、随時実施する。  

２ 立入検査は、原則として２名以上で実施する。  

３ 立入検査事項等  

（１）立入検査時の検査内容は、次のとおりとする。  

ア 書類検査  

イ 管理状況検査  

ウ その他   

（２）上記の検査については、別記１・２に定める項目により実施する。  

別記 １：専用水道・小規模専用水道  

別記 ２：簡易専用水道・小規模簡易専用水道  

 

第３ 立入検査後の措置  

立入検査の結果は、次のとおり処理する。  

１ 立入検査を実施した場合には、立入検査結果書（以下「結果書」という。） 

（様式第１号 保健所用・設置者用２枚複写）に記入し、設置者用を立会者

に交付する。  

２ 結果書による指導のほか、必要と認める場合は、水道施設改善指導票（以

下「指導票」という。）（様式第２号）により改善の指導を行う。  

但し、改善の内容が相当期間を要する場合は、改善計画書（様式第３号）

を提出させる。なお、指導票の交付条件は別記３の規定による。  

３ 指導票交付後、改善された場合は、遅滞なく改善報告書（様式第４号）を

提出させるとともに必要に応じ現場確認を行う。  

４ 次のいずれかに該当する場合は、改善勧告（様式第５号）又は法第３６条

に規定する改善の指示（簡易専用水道については措置の指示）、条例第１５

条に規定する改善の指示（小規模簡易専用水道については措置の指示）（様

式第６号）を行う。  



また、改善計画書を提出させるとともに改善された場合は、遅滞なく改善

報告書（様式第４号）を提出させ、改善結果について確認を行う。  

（１）指導票を交付し、指導したにもかかわらず、その指導に従わない場合  

（２）衛生上特に支障が生じるおそれがある場合  

（３）改善の意思が認められない場合  

５ 法第３７条及び条例第１６条に規定する給水停止命令の必要があると認め

た場合は、指導状況等を示す関係書類に保健所長の意見を付し、医療衛生部

長に報告する。  

６ 立入検査及び改善指導状況等は水道施設管理システムに入力する。  

 

第４ 結果書、指導票等の保存  

１ 結果書、指導票、改善勧告書等は、５年間保存する。  

２ 改善指示書及び改善計画書は、２０年間保存する。  

 

第５ その他  

本要領と建築物における衛生的確保に関する法律（以下「ビル管理法」とい

う。）との立入検査に関する事項。  

１ 簡易専用水道、小規模簡易専用水道でビル管理法第２条の規定による特定

建築物に該当する施設については、本要領は適用しない。  

２ ビル管理法第５条の規定による届出がない施設の特定建築物における水道

施設については、本要領を適用する。  

 

 

附 則  

この要領は、平成２年２月２日から適用する。  

附 則  

この要領は、平成４年４月１日から適用する。  

附 則   

この要領は、平成５年１２月１日から適用する。  

附 則  

この要領は、平成８年７月１日から適用する。  

附 則  

この要領は、平成１２年４月１日から施行する。  

附 則  

この要領は、平成１３年１月６日から施行する。  

附 則  

この要領は、平成１４年４月１日から施行する。  

附 則  

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。  

附 則  



１ この要領は、平成２６年６月１日から施行する。  

２ この要領の施行の際現にこの要領による改正前の様式により調製された用紙

は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附 則  

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。  

附 則  

この要領は、令和２年４月１日から施行する。  

 


